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e シフト（脱原発・新しいエネルギー政策を実現する会） 
 

容量市場の見直しに関する要請 
 

気候危機のいま、再エネと省エネによるエネルギー転換（エネルギーシフト）が急務です。と
ころが、過大な電力需要見積もりのもと、私たちが支払う電力料金値上げによって原発と石炭火
力が温存される電力市場が新たにつくられ、2020 年度本格的に開始されます。2020 年 7 月に容
量市場オークションが実施され、9 月 14 日に結果が公表されました。 
 
＜2020 年度メインオークション（対象実需給年度：2024 年度）の結果＞ 
・約定量 1 億 6,769 万 kW 
・約定価格 14,137 円/kW 
・経過措置を踏まえた約定総額は 1 兆 5,987 億円 

結果として、ほぼ上限価格で約定することとなりました。2019 年度の販売電力量 8,361 億 kWh
で割ると kWh あたり 2 円に近い金額とも言うことができ、消費者や新電力（特に再エネ新電力）
にとって大きな負担です。 
 

私たち環境団体は、大手電力の寡占化がますます進み、原発依存度の低下や再生可能エネルギ
ー（再エネ）・省エネの導入が遅れ、電力自由化が逆戻りしてしまうことを強く懸念しています。
消費者の電力選択の権利、また将来にわたり安全で安心できる環境・くらしを守る観点から、再
エネ新電力や再エネの普及に圧倒的に不利となり、省エネを考慮しない容量市場を見直すよう、
要請します。 
 
＜要請の理由＞ 
 
１．原発・石炭火力発電が温存され、エネルギーシフトを妨げる 

容量市場は発電できる能力に価格を付ける市場です。新しい発電所も古い発電所も kW あたり
では同じ落札金額がもらえ、また、常に一定量を発電し続ける電源（例えば原発や石炭火力など）
がより多く kW の価値を認められます。そのため、こうした電源が温存されることにつながりま
す。また、これにより再エネや蓄電池などへの投資が控えられてしまうことが考えられます。 

このため、エネルギーシフトはますます遅れ、持続可能な再エネを利用して暮らしたいという
消費者の権利は損なわれます。原発の温存は安心して暮らせる市⺠の権利を奪い、石炭火力の温
存は気候危機をさらに加速させ将来世代の生存する権利も奪うものです。 
 
２．消費者にとって二重払いとなる 

容量市場で回収することが想定されているのは初期投資などの固定費ですが、日本の大半の発
電所の初期投資費用などは、電気代に算入されており消費者はすでに支払っています。また、2010



年度以前に建設された電源に対する支払額（容量拠出契約金額）は、経過措置として 2029 年まで
一定程度割り引かれることになっているものの、それ以降は満額の支払いとなります。消費者に
とっては、すでに払っているのに再度徴収されることになります。また、容量市場によって、原
発や石炭を温存するために電力料金が上がり、消費者の負担が不要に増えることも極めて問題で
す。 
 
３．消費者の再エネ・省エネ選択・電力自由化も危機 
 大手電力の小売会社（みなし小売）は、古い大規模な発電所との直接契約を多く持っています。
容量拠出金を支払いますが、その分の値引きも受け、実質負担は大幅に減ります。大手電力の発
電会社側での収入もあります。一方、大規模電源を持たない再エネ新電力は容量拠出金で経営が
圧迫され、格差がさらに拡大します。 

再エネ新電力の消費者には特に不利な制度で、電力料金の一部が、大手電力の古い原発や石炭
火力の維持費に流れてゆくことになります。再エネの導入が遅れ、再エネ新電力の経営も危機と
なれば、消費者の再エネ選択は大きく妨げられます。省エネの普及も阻害されます。 
大手電力の寡占化が進み、消費者の選択や再エネ・省エネの導入拡大を意図した電力自由化も形
骸化してしまいます。 
 
４．消費者の知る権利を損ねる 

容量市場は、市場規模が約 1.6 兆円にも上る巨大な官製市場です。そして、ここで徴収された
費用は、事実上の補助金として、落札電源に配分されることになります。しかし、現状では、だ
れが保有するどの電源が入札し、落札したのかの詳細は公表されていません。電気に含まれる容
量市場分のコストが示されるのかも分かりません。このような説明責任に欠ける制度設計は、原
発や石炭火力に対する実質的な補助金制度を国⺠に気づかれないように導入しようとする意図の
現れとしか考えられません。 
 
・リーフレット「STOP！原発・石炭火力を温存する新たな電力市場」 
http://e-shift.org/?p=3827 
・消費者庁に容量市場の見直しを求める要請を提出 
http://e-shift.org/?p=3881 
・6/18 オンラインセミナー「原発・石炭火力を温存する新たな電力市場の問題点」 
http://e-shift.org/?p=3815 
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